
 

 

 中原中也記念館指定管理者に関する仕様書  

 

この仕様書は、中原中也記念館設置及び管理条例（以下「記念館条例」という。）並びに同条例施

行規則に定めるもののほか、指定管理者が行う業務について、その詳細を定めることを目的とする。 

 

１ 基本的な運営方針 

  中原中也記念館は、本市を代表する文学者である中原中也の文学館として、中原中也の遺稿や

遺品、その他中也に関わりのある近代詩関係資料の保存・研究をすすめ、様々な角度から中原中

也に光をあてることで中也の詩とその世界を広く全国に発信するとともに、中也研究の活動拠点

として文化の向上や地域の振興に寄与することを基本的な運営方針とする。 

 

２ 施設の概要 

(1) 名  称 中原中也記念館 

(2) 所 在 地 山口市湯田温泉一丁目１１番２１号 

(3) 開館時期 平成６年２月１８日 

(4)  規  模 敷地面積 １,７３６.８６５㎡ 

       建築面積   ４７９.０７３㎡（本館）、７３.１２５㎡（分館） 

       延床面積   ５６９.５１３㎡（本館）、１２１.８７５㎡（分館） 

(5) 構  造 鉄筋コンクリート造２階 

(6) 施設内容 本館１階：常設展示室、中也記念室、情報コーナー、収蔵庫、事務室 

          中２階：新収蔵庫 

  ２階：資料検索室・ＣＤ視聴コーナー、ビデオ放映室、企画展示室 

               分館、中庭、駐車場 

 

３ 開館時間等 

(1) 開館時間  

ア ５月から１０月 午前９時から午後６時まで 

イ １１月から４月 午前９時から午後５時まで 

 (2) 休館日 

ア 毎週月曜日（休日の場合は、その翌日） 

イ 毎月最終火曜日 

ウ １２月２９日から１月３日まで 

(3) 指定管理者が事業等で必要がある場合、事前に市長の承認を得て、休開館日及び開館時

間を変更することができる。また、市の行事等で休館日等を変更する場合は、ホームペー

ジ等で事前周知をするものとする。 

 

４ 指定期間 

  平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までとする。（５年間） 

 

 



 

 

５ 指定申請の手続き 

 (1) 仕様書等の配布 

  ア 配布日 

    平成３０年 ８月 １日（水） 

  イ 配布場所 

    山口市交流創造部文化交流課 

  ウ 配布書類 

① 仕様書 

② 指定申請書（別記様式１） 

③ 中原中也記念館事業計画書（別記様式２） 

④ 中原中也記念館事業計画書（受託事業）（別記様式３） 

⑤ 中原中也記念館の管理運営に関する収支予算書（別記様式４） 

 (2) 申請の方法 

   申請にあたっては、指定申請書（別記様式１）と申請書に記載の添付書類を市に提出のこと。 

必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがある。 

ア 申請の提出期限 

  平成３０年 ９月２１日（金）午後５時１５分まで 

イ 申請の受付場所 

  山口市交流創造部文化交流課 

   〒７５３－８６５０ 山口市亀山町２番１号 

   連絡先 ０８３－９３４－２７１７ 

ウ 提出書類 

①  指定申請書（別記様式１） 

②  中原中也記念館事業計画書(別記様式２) 

③  中原中也記念館事業計画書（受託事業）(別記様式３) 

④ 中原中也記念館の管理運営に関する収支予算書(別記様式４) 

※上記③、④はそれぞれ３１年度,３２年度,３３年度,３４年度,３５年度の５ヵ年分を

作成のこと 

⑤ 定款、寄附行為、規約、設置要綱その他これらに類する書類 

※法人格を持たない団体は、規約、構成員名簿、決算書ほか活動状況がわかるもの 

⑥ 法人にあっては当該法人の登記簿謄本 

⑦ 滞納がないことを証明する書類 

⑧ 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類 

※従業員を雇用していない事業者は除く 

⑨ 過去に中原中也記念館以外の指定管理者の指定を受けたことがあるものは、その事業報 

 告書 

⑩ 団体の代表者及び役員全員の本籍地が記載された住民票 

     ※暴力団排除に係る資格審査のため 

  エ 提出部数 

  エ 申請にあたっての留意事項 

①  提出書類は、原則Ａ４版縦型として１２部提出のこと。 



 

 

②  申請に関し必要となる費用は申請者の負担となる。 

③  申請にあたって提出した書類の内容の変更及び差し替えは、軽微な誤りの修正を除き認

めない。 

④ 申請者が提出書類に虚偽の記載をした場合には、申請を無効とする。 

⑤ 提出された書類は、いかなる理由があっても返却しない。提出された書類は、本事業候

補者選定の実施に関する報告等のため必要な場合と次の⑥に該当する場合を除き、申請者

の許可を得なければ公表しない。 

⑥ 提出された書類は、山口市情報公開条例（平成１７年山口市条例第１１号）に基づく情

報公開請求の対象となる。 

⑦ 指定管理者の決定までの間、申請書類の著作権は申請者に帰属する。ただし、市は、本

施設管理候補者選定実施に関する報告等必要な場合には、申請書類の内容を無償で使用で

きるものとする。 

⑧ 収支計画の作成について、消費税及び地方消費税以外は現行の税率で作成すること。消

費税及び地方消費税の税率については、次の税率で作成すること。 

・平成３１年４月から平成３１年９月まで  ････ ８％ 

・平成３１年１０月から平成３６年３月まで ･･･ １０％ 

※なお、指定期間中に税率等の変更があった際には、収支計画の再作成の対応が可能とな

るよう整理しておくこと。 

６ 審査及び選定に関する事項 

  市が設置する交流創造部指定管理候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において指

定管理候補者を選定する。 

(1) 選定方法 

   選定委員会において、応募書類及びヒアリングにより指定管理候補者を選定する。 

   なお、ヒアリングは平成３０年１０月下旬に実施予定。 

 (2) 選定結果の公表 

   選定結果については１１月上旬にホームページで公表する。 

 (3) 選定基準 

ア 来館者および参加者の公平性、平等性が確保され、かつサービスの向上が図られているか。

（１５点） 

・提案された事業内容等に、一部の市民や団体に対して不当に利用を制限したり、優遇した

りするものがないか。 

・来館者のニーズを把握し、積極的に意見を取り入れる方針となっているか。 

・障がいのある方が利用される際に、障がいに応じた適切な配慮や柔軟な対応ができる見込 

みがあるか。 

イ 安全で安定した管理運営が可能か。（１５点） 

・勤務体制により、勤務者の休暇等の取得が困難な体制となっていないか。 

・現場における責任体制が明確となっているか。 

・安全管理や緊急時（事故）の対応方法等を明らかにしているか。また、それが可能な体制

となっているか。 

・個人情報の適切な取扱が確保される見込があるか。 

ウ 事業を実施するにあたって、中原中也記念館の設置目的や市の施策を踏まえたものとなっ



 

 

ているか。（２５点） 

・中原中也を広く全国に発信する魅力ある事業となっているか。 

・参加者の広がりが期待できる企画となっているか。 

・中原中也の文学館として中也の研究・顕彰を効果的に行う工夫がなされているか。 

・文学関係者、研究者にとって拠点となる施設として様々な事業企画がされているか。 

・集客努力がなされているか。 

・地域との連携の中で、地域振興に寄与しているか。 

エ 中原中也記念館の業務を安定して行う能力を有しているか。（２５点） 

・貴重な資料の取扱等の知識があり、適切に行える人的能力があるか。 

・中原中也の文学館として中也の研究・顕彰を積極的に行える能力があるか。 

オ 管理運営経費の縮減にあたっての考え方について。（１５点） 

・経費の節減策がサービスの質を落とすものとなっていないか。 

・経費の算出根拠が明確で妥当か。 

・経費の算出において指定管理者の努力、創意工夫が見られるか。 

・経理規程などに入札方式が明記されているか。 

  カ その他必要な事項（５点） 

   ・環境保護等に配慮した方策が採られているか。 

 

７ 指定及び指定後の手続き 

 (1) 指定管理者の決定は、平成３０年１２月山口市議会の議決を経て決定（指定）する。議会の

議決終了後、文書により決定等の通知を行う。 

 (2) 指定後、管理を開始するまでに選定委員会での選定結果に基づき、市と指定管理候補者間で

必要な基本事項について協議のうえ、協定を締結する。なお、指定管理料等は、各年度予算の

範囲内となり、申請時に提出のあった業務に係る提案価格を下回る場合がある。  

 

８ 情報公開 

山口市情報公開条例により提出書類（提案書（選定又は指定されたものを除く。）、財務諸表、

定款等、労働者災害補償保険の加入証明を除く。）に対する情報公開請求があったときは、原則と

して、全部を公開する。ただし、同条例の規定により個人情報を除くことがある。 

  また、毎年度、市に提出される事業報告書についても同様の扱いとする。 

 

９ 入館者数及び事業実施状況並びに収支状況 

  別紙１のとおり（平成２５年度～平成２９年度） 

 

１０ 指定管理者が行う業務内容等 

(1) 管理運営体制の整備 

ア 職員の雇用に関しては、労働基準法その他労働安全衛生法等の労働関係法令を遵守し、管

理に支障のないようにすること。 

イ 人員については、管理運営業務及び企画事業の実施のために必要な体制を確保するととも

に、中原中也記念館の設置目的を果たすために適正な人員を配置すること。 

  ウ 管理責任者を１名配置すること。 



 

 

  エ 施設の管理については、防火管理者の届出を必要とするため、その資格を有する者あるい

は資格取得見込の者を配置すること。 

オ 経理業務、受付業務、帳簿作成業務等、体制の整備に必要な業務を実施すること。 

(2) 受託事業の実施に関すること 

ア 受託事業に関する基本的な考え方 

受託事業は、施設の設置目的や市の施策上の位置付けを踏まえ、指定管理者が事業を実施

するものとする。 

イ 受託事業の内容 

①企画・展示事業 

施設の設置目的を踏まえ、魅力のある企画・展示事業を行うこと。また、年間を通じて

多彩な事業を行い、中原中也を全国に発信していくこと。中也の誕生日である４月２９日

に中也の詩の世界に通じる各種企画事業を実施すること。 

 ②教育普及事業 

   公開講座・講演・読書会等を実施し、多くの人に中原中也やその世界に触れる機会を提

供すること。 

 ③調査研究および収集事業 

   関係資料の調査、収集等により、中原中也研究を行うこと。また、「中原中也研究」の発

行を通してその成果を公表すること。 

 ④広報・ＰＲ事業 

   a)ホームページの運営等、各種広報活動を行うこと。 

   b)中原中也グッズ等の制作、販売を行うこと。中原中也を広くＰＲするために新たにグ

ッズを制作する場合は、事業実施前に市へ事業計画書を提出し、市の承認を得ること。 

ウ  受託事業の事業費 

上記にかかる事業費(人件費は含まない)のうち、市が支払う額の合計は、各年度１,

０００万円を限度とする。 

  エ 経費について 

① 事業の効果を最大限引き出せるよう努めること。 

② 事業を実施する際に予算が当初の額を超えた場合は、指定管理者で負担することとし、

残額が生じた場合は市に返還するものとする。 

③ 事業内容によっては、参加者から実費分徴収する等、受益者負担の概念を徹底するこ

と。なお、この時の収入は、事業費に充てること。 

(3) 入館者受付業務に関すること 

ア 業務に関する基本的な考え方 

  来館者に気持ちよく観覧していただくために、親切で丁寧な対応を心がけること。 

① 館内での撮影は著作権に関わることもあるので原則禁止とし、来館者に十分周知をする

こと。 

② 館内での飲食は禁止とする。 

 ③ 所定の場所以外での喫煙はさせないこと。 

イ 業務の内容 

入館料等の徴収（還付）・減免 

ウ 入館料 



 

 

入館料については、中原中也記念館設置及び管理条例（平成１７年山口市条例第７６号）

別表のとおりとする。 

エ 業務を行う上での注意点 

① 入館者受付業務には適宜職員を配置し、来館者に必要な指導・助言を行い、不備のない

ようにすること。 

② 施設案内リーフレットを配布し、中原中也記念館を広く広報すること。 

③ 各許可申請処理は遅滞なく行い、入館料の徴収漏れや誤徴収等がないようにすること。 

④ 施設内での火気は厳禁とし、入館者にも徹底すること。 

(4) 施設及び設備の管理運営業務に関すること 

ア 業務の内容 

中原中也記念館の適切な運営のため、指定管理者は設備等に関する保守点検、管理清掃を

行うこと。 

① 建築物、附属設備の清掃・保守点検 

施設の運営に支障をきたさないよう建築物、附属設備の清掃・保守点検を行うとともに

不具合があれば、年間予算内で速やかに修理すること。また、建物全体の不具合、雨漏り、

壁のひび、庭木の枯死などの、施設を管理する上で重大な不具合等が発生したときは速や

かに市に報告を行うこと。（保守点検の業務に係る詳細は、別紙２別表第１のとおりとす

る。） 

保守点検に専門的技術等を要する事項については、別紙２別表第２の各仕様書の内容で

再委託を行い、保守点検業務を実施したことの分かる記録簿を整理、保存すること。 

   ② 備品の保守管理 

施設の運営に支障をきたさないよう、保守・管理を行うこと。また、破損、不具合等が

発生したときは、市に報告の上、対応すること。なお、備品及び AEDに付属する消耗品類

の更新については、指定管理者の負担とする。 

③ 資料の保存・整理 

  所蔵資料や寄託資料について、専門知識を持った職員が適切な保存、整理を行い、次世

代に引き継いでいくとともに、関係者との信頼関係を維持すること。 

イ 駐車場の管理 

① 本施設の駐車場内の清掃等の管理を行うこと。車両及び自転車の監視及び安全な誘導を

適切に行い、利用者の路上駐車・駐輪がないように努めること。 

② 事業等で駐車場・駐輪場の混雑が予想される場合は、安全管理の徹底をすること。 

  ③ 職員の通勤用の自家用車は、指定の場所に駐車すること。 

(5) その他の管理運営業務に関すること 

ア 緊急対応体制の確立 

① 事故や災害時などに迅速かつ的確に情報を伝達するとともに、これに対応できる体制を

確立すること。 

② 気象予報等を確認し、事前に台風等災害の予測ができるときは、これに対応すること。

また、その日が休館日でも、指定管理者職員が対応すること。 

イ 火災保険及び施設損害賠償保険への加入 

施設の火災保険及び施設の瑕疵に起因する事故についての損害賠償保険は市で加入するが、

指定管理者の事業の実施にかかる損害賠償保険については、指定管理者が加入すること。 



 

 

ウ 広報に関する業務 

  指定管理者は、施設のＰＲ及び情報提供のために施設案内リーフレット等を作成、配布す

るとともに、各メディアを活用した広報活動を行うこと。 

エ 事務局業務 

中原中也記念館運営協議会事務 

オ 指定管理者が加入する組織 

  指定管理者が加入する組織は下記のとおりとする。ただし、新たな組織に加入する場合は、

事前に市の承認を得ること。 

① 全国文学館協議会 

② 瀬戸内文学館連絡協議会 

③ 山口県博物館協会 

④ 日本近代文学会 

カ その他の管理運営業務 

① 日々の業務については、それぞれにマニュアルを作成するなどして、全ての職員が共通

認識を持って管理運営業務を行うこと。 

② 施設内の秩序を維持し、事故、盗難、破壊等の犯罪及び火災等の災害の発生を予防し、

利用者の安全を図るよう心掛けること。 

③ 市の統計等の記録作成を行うため、毎日、入館者数等について集計し、月に１回市に報

告すること。様式については、市の指定した様式で行うこと。 

④ 中原中也記念館の管理運営にかかった経費について、市が要求したときは速やかに報告

すること。 

⑤ 身体障がい者が施設を観覧する場合において、原則として身体障がい者補助犬を同伴す

ることを拒まないこと。ただし、施設及び展示物に汚れや損傷を与えることが明らかな場

合はこの限りではない。  

⑥ 電話等での各種問い合わせへの対応、来館者及び見学者等への応接等、必要な対応を行

うこと。 

   ⑦ 利用者等からの苦情等に対しては、指定管理者が誠実に対応すること。また、その対応

状況については、書面にて市に報告するとともに記録保存しておくこと。 

   ⑧ 指定管理者は、この仕様書に記載のない業務等についても、全てにおいて市民サービス

を後退させないよう留意すること。 

 

１１ 個人情報の保護について 

指定管理者は、事業を実施するための個人情報の取り扱いについては、山口市公の施設の指定

管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年条例第１３号）第６条及び関係法令を遵守しな

ければならない。また、別紙３「個人情報取扱特記事項」の遵守について、職員に周知徹底させ

ること。 

 

１２ 経費等について 

(1) 基本的な考え方 

ア 本施設は、公の施設の利用にかかる料金を指定管理者が自らの収入として収受する「利用

料金制度」を採用しない。このことから、施設の利用による利用料金は市の収入とする。 



 

 

イ 管理運営にかかる経費については委託料等によって執行すること。毎年度終了後、管理運

営にかかる経費について精算し、残額が生じた場合は市に返還し、不足した場合には、指定

管理者の負担とする。 

ウ 公租公課（事業税、法人税、法人市県民税等）については、指定管理者の負担となるので、

市が支払う委託料としての経費に計上しないこと。 

エ その他の経費 

① 施設及び備品の軽微な修繕については、指定管理者が委託料から支出するものとし、１

件当たり２０万円以上の修繕費が見込まれる場合は、市と協議の上、市が修繕を行う。た

だし、委託料からの修繕費の支出が予算を超えた場合、建物全体の不具合、あるいは施設

を管理する上で重大な不具合等が発生したときは速やかに市に報告を行うこと。 

② 施設の設置の目的の効果を増す工事等は、原則として、市が行うこととする。 

(2) 施設管理運営経費について 

施設の管理運営経費の額については、提出された事業計画書や収支予算書の内容により、指

定管理者と市が協議し、各年度における予算の範囲内で決定するとともに、支払時期や支払い

方法を含め、指定管理者と市が締結する協定で定めることとする。 

(3) 予算の執行 

ア 市が支払う経費には、人件費、事務費、管理費、消費税及び地方消費税、受託事業費が含

まれる。 

イ 予算執行段階において想定し得ない支出が発生した場合は、市と協議の上で予算の流用が

できるものとする。 

(4) 事業報告及び精算 

会計年度終了後、６０日以内に次の事項を記載した事業報告書を作成し、市長に提出しなけ

ればならない。 

①業務の実施状況 

②入館料の実績 

③管理運営業務に係る収支状況 

④受託事業に係る収支状況 

⑤上記に掲げるもののほか、中原中也記念館の業務の実態等を把握するために必要な事項 

(5) 経理事務 

指定管理者は帳簿等を管理し、適切なる経理事務を行うこと。 

(6) 検査について 

市は必要に応じて、施設、物品、各種帳簿等の現地検査を行う。 

 

１３ 業務の再委託について 

包括的な業務の再委託は認めない。ただし、別紙２別表第２で市が指定する業務等の個別業務

の再委託、その他市と協議の上行うものについては除く。再委託を行うにあたっては、再委託内

容を明記した仕様書を作成し契約書に掲載すること。また、公租公課の滞納がないことを確認し

て再委託を行うこと。この場合、指定管理者の資格に住所要件があることから、市内業者への再

委託について可能な限り配慮すること。 

 

１４ 業務を実施するにあたっての注意事項 



 

 

業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

(1) 公の施設であることを念頭に置いて、公平な運営をすること。 

(2) 指定管理者が施設を管理運営するにあたっては、市の諸規定に準じて業務を実施すること。 

(3) 指定管理者が施設を管理運営する上で、独自に必要と思われる各種規定・要項等を作成する

場合は、市と協議の上作成することとする。 

(4) その他、仕様書に記載がなく、上記(2)にも該当しない事項については市と協議することと

し、双方が合意に至る前においては禁止事項として扱う。 

 

１５ 物品等の帰属等について 

 (1) 現に使用中の市所有の備品については、無償で貸与する。 

(2) 指定管理者は、市の所有に属する物品については、山口市財務規則及び関係例規の管理の原

則及び分類に基づいて管理するものとする。 

(3) 指定管理者が指定期間中に管理運営経費により購入した物品については、市の所有に属する

ものとする。指定管理者が管理運営経費により購入した物品については、山口市財務規則（平

成１７年山口市規則第４４号）及び関係例規の管理の原則及び分類に準じて独自に備品台帳等

を備えて、その購入にかかる物品を整理するとともに、購入及び廃棄等の異動について定期的

に市に報告するものとする。 

 

１６ 本市の行っている環境に配慮した取り組みへの協力 

 本市では、環境に配慮した取組みを行うための独自の環境マネジメントシステム「エコフレン

ドリーオフィスプラン」を運用していることから、中原中也記念館の管理運営に当たっては、下

記のとおり対応に努めること。 

 (1) 配慮事項 

   ①電気、水及び燃料の使用量削減 

   ②コピー用紙等を使用する場合は、用紙類の使用量削減 

   ③製品やサービスを購入する際、エコマークの入った商品など、環境負荷ができるだけ少な

いものの優先購入（グリーン購入）  

   ④自動車を使用する場合は、効率的な自動車の使用（エコドライブ） 

   ⑤ごみの分別廃棄及び廃棄物のリサイクル 

   ⑥施設周辺の環境に与える負荷の抑制及び環境美化の推進 

   ⑦施設利用者に対する啓発 

 (2) 環境に関する事故や苦情発生時の対応 

環境に関する事故や苦情が発生した場合は、適切に対応し、環境に与える影響が大きいも

のの場合は、市へ報告し、その指示に従うこと。 

 (3) 環境関連法令に対する適正な対応 

 施設管理において環境関連法令を遵守し、常に適切な管理を行うこと。 

 

１７ 「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律」施行に伴う対応 

  本市の「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」に準じて、適切に対応する

こと。 

 （１） 不当な差別的取扱いの禁止 



 

 

    障がいを理由として、障がい者に対して不当な差別的取扱いをすることにより、障がい者

の権利利益を侵害してはならない。 

（２） 合理的配慮の提供 

   障がい者から何らかの配慮を求める意思の表明があった場合において、その実施に伴う負

担が過重でないときは、その人の障がいに合った必要な配慮の提供をしなければならない。 

 

１８ 指定の取り消し 

  指定管理者が行う管理運営の適正を期すため、次に掲げる事由に該当する場合には、地方自治

法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理

運営の業務の全部又は一部の停止を命じることがある。 

 (1) 指定管理者が、市が行う報告の要求、実地調査又は必要な指示に従わないとき。 

(2) 指定管理者による管理を継続することが適当でないと市が認めるとき。 

 

１９ 協定の締結 

市と指定管理者は、中原中也記念館を適正かつ円滑に管理するために必要な基本事項について

協議の上、協定を締結する。 

協定は、指定期間全体を通じた基本協定と、指定期間中に毎年度締結する年度協定の２種類と

する。協定の主な項目は次のとおりであるが、市と指定管理者の協議により項目を変更する場合

もある。 

(1) 基本協定 

      本協定の目的、指定管理者の指定の意義、公共性の尊重、信義誠実の原則、用語の定義、管

理物件、指定期間、業務の範囲、業務実施条件、業務範囲及び業務実施条件の変更、本業務の

実施、開館準備、第三者による実施、管理施設の改修等、緊急時の対応、情報管理、備品等の

管理、業務計画書、事業報告書、事業報告の聴取等、監査委員等による確認、指定管理料、指

定管理料の変更、返還金、利用料金収入の取り扱い、利用料金の決定、損害賠償等、第三者へ

の賠償、保険、不可抗力発生時の対応、不可抗力によって発生した費用等の負担、不可抗力に

よる一部の業務実施の免除、業務の引き継ぎ等、原状回復義務、備品等の扱い、山口市による

指定の取り消し、指定管理者による指定の取り消しの申出、権利・義務の譲渡の禁止、本業務

以外の業務、請求等の様式、協定の変更、疑義についての解釈 

(2) 年度協定 

年度協定の目的、業務内容、指定管理料及び支払時期、疑義等の決定 

 

２０ 協議 

指定管理者はこの仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑

義が生じた場合は市と協議し決定する。 

また、指定管理期間中、関係法令に改正があった場合は、改正された内容を仕様とし、改正に

伴い費用が増減する場合は、協議により指定管理料を改定するものとする。 


